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《研究ノート》

外国文献紹介：刑事弁護人の役割と治療法学

指宿　信（成城大学法学部教授・センター長）

はじめに

本稿は、米国の刑事法専門学術誌であるCriminal Law 
Bulletin 誌 38 巻 2号（2002）に掲載された刑事弁護
人の役割と治療法学（therapeutic jurisprudence）に
関わる特集の紹介である。
1980 年代にデビッド・ウェクスラーとブルース・ウ

ィニックの二人の研究者の提唱によって米国で生まれた
治療法学の歴史は本ジャーナルでも度々紹介、言及され
てきており、日本でも徐々に知られるようになってきた。
特に治療法学に支えられている治療的司法（therapeutic 
justice:TJ）理念は、最近ではエンターテイメントの世
界でも作品の重要なキーワードとして用いられるなど、
研究が進むと同時に認知度も高まっている 1。
治療法学という考え方が当初は司法精神医学領域でウ

ェクスラーとウィニックによって提唱されてきた経緯か
ら、治療法学に基づいて治療的司法理念が展開され、そ
して、広く普及する問題解決型裁判所を通してそれが実
践、実現されてきたため、TJ が刑事司法との関わりで
論じられてきたことは間違いない（問題解決型裁判所に
ついて詳しくはブルース・ウェイニック（森村たまき
訳）「治療法学と問題解決型裁判所」治療的司法ジャー
ナル 4号（2021）参照）。すなわち、司法主導による
TJ が国際的にはデフォルト（基本形）であるといえる。
他方日本では、筆者らが治療法学あるいはTJ の普及

を志した際に、刑事司法領域で制度論（問題解決型裁判
所の創設等）以上に注力したのは実践論であった。その
ため、担い手は弁護士とならざるを得ず、その活動の舞
台は起訴前もしくは起訴後の手続とならざるを得なかっ
た 2。こうした取り組みやアプローチを「日本型」のTJ
であると評価する向きもあるが 3、実は、刑事弁護人を
治療法学の担い手と位置付ける試みは決して日本独特の
発想ではない。
すなわち、ドラッグコートに代表される問題解決型裁

判所の興隆を見た海外であっても、治療法学の担い手と
して刑事弁護人が無視されてきたわけではないのである。
TJ 理論やTJ 的アプローチにおいて刑事弁護人が重要

な役割を果たすことは、問題解決型裁判所の実装されて
いる国や法域でも議論の対象となってきている。日本の
みならず、刑事弁護人はTJ にとって欠くことのできな
いアクターとして位置付けられている。
そうした意味で、ウェクスラーとウィニックという両

巨頭の率いる本特集は、伝統的な、法廷中心の治療的司
法観に修正を迫る貴重な企画だと評価することができる。
本特集から 20年経った今でもそこから汲み取ることの
できる叡智は極めて大きいものがあると思われる。
以下では、特集に収録された各論稿から、序文と刑事

弁護に関連する 3つの論文を取り上げる。修復的正義
（RJ: restorative justice）については邦語での紹介も多
く、また裁判官の働きについてもドラッグコート関連の
邦語論文が既に出ているのでその関係は割愛した。以下、
それぞれについて<内容紹介>と<執筆者の主張>に
分けて紹介したい 4。

【序文】（デビッド・ウェクスラー& ブルース・ウィ
ニック）
<内容紹介>
治療法学の開祖である二人の教授共著による特集の趣

旨説明がなされている。本特集の内容は、基本的に
2001 年 5月にシンシナチ大学で開催された治療法学に
関する国際会議の報告が元になっている。会議ではRJ
の提唱者であるオーストラリア国立大学のジョン・ブレ
イスウェイト教授による基調講演がなされた点が特筆さ
れている。
両教授は、治療法学の考え方について、法規範

（legal rules）が現実社会での適用場面において、でき
るだけ反治療的（antitherapeutic）な結果を招くこと
なく、消極的効果を最小化できるよう、そして同時に、
法が潜在的に持っているヒーリングや心理的健康、回復
を促進する力を最大化することを目指すと説明する。そ
して、RJ と TJ のどちらもエビデンス・ベースドであり、
問題解決型志向のアプローチにおいて共通し、法的紛争
の最中にいる被害者や当事者に法律家が共感していく点
においても共通すると指摘する。

https://www.seijo.ac.jp/research/rctj/publications/journal/jtmo42000000l5hu-att/jtmo4200000130pz.pdf
https://www.seijo.ac.jp/research/rctj/publications/journal/jtmo42000000l5hu-att/jtmo4200000130pz.pdf
https://www.seijo.ac.jp/research/rctj/publications/journal/jtmo42000000l5hu-att/jtmo4200000130pz.pdf
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さらに、RJ も TJ も、刑事司法において裁判行動やロ
イヤリング（弁護活動）に焦点を当てており、政策立案
者の法政策活動のみならず、弁護人や裁判官の働きにお
いても、将来の再犯や再被害を食い止めようとする役割
に注目する点でも共通性があるとする。
加えて、RJ も TJ も、刑事司法と被害者、犯罪者が接

触することを通じて、彼らの人生がいかに改善され、よ
り良いものに変質していくか、そのために法制度や司法
手続がどのように改革されなければならないのかについ
て焦点を当てようとするところも共通し、裁判官であれ
弁護人であれ、そうした目的に奉仕するという点で、両
方の理論の担い手として同視できるはずとまとめる。

【第一論文】　刑事法領域における治療法学の反映
（デビッド・ウェクスラー）

<内容紹介>
ウェクスラーによる第一論文は、刑事法領域にTJ 理

論が入り込むことでいかに裁判活動や弁護活動の実際の
活動に変容がもたらされてきたか、そしてTJ 的知見が
とりわけ刑事弁護人の役割に与えた影響を分析している。

<ウェクスラーの主張>
伝統的な刑事法システムは、悪い行為（犯罪行為）を

した人間について、その行為を繰り返させないよう、そ
の生活や行動を改めさせるため他律的な制度として運用
されていた。そうした伝統的な刑事法システムの “反治
療的効果 ”に気づいた裁判官や法律家は、伝統的な法律
学の思考から離れて、TJ の理論動向に関心を抱き、結
果的に、TJ の原理を応用した問題解決型裁判所の考え
方を支持するようになっていった。そして全国にドラッ
グ・コートのようなトリートメント（治療・処置）を中
心とする裁判システムが展開されていった。
弁護活動でも同様であって、例えば 2000 年にテキサ

ス州ダラスで問題運転をした市民にTJ 的な弁護活動を
提供すると宣伝したジョン・マックシェイン弁護士の行
動はその典型例であった。すなわち彼は、伝統的な刑事
弁護スタイルから離れ、治療を組み込んだTJ 的な弁護
に同意するクライアントを募集したのである。
量刑裁判の場面でも、裁判所は量刑決定を出す際に被

告人の事件後の更正に向けた努力を考慮することも可能
であり、弁護人が依頼人の回復に向けた保護観察の計画
を提出することも可能である。量刑ヒアリングに当たっ
ても、弁護人と依頼人は（再犯の）危険の高い状況を回
避するための環境や条件を提示することができる。これ

はTJ 的なアプローチである。
またウェクスラーは、「デジスタンス（耐性）」という

概念に着目し、T J 的アプローチがデジスタンスに向け
たナラティブと親和性があることを指摘し、依頼人（犯
罪者）のデジスタンスの獲得に向けて刑事弁護人の役割
にヒントが与えられることを示唆している。とりわけ、
弁護人が依頼人を「信じ」、「本当の」依頼人の姿を見る
ことによってTJ 的弁護人が生まれるという。すなわち、
「法的カウンセラー」としての弁護人が法的便益を依頼
人と議論することで初めて、依頼人は彼ら彼女らが「現
実に」自身が何者かを見出すことが可能になっていくと
いうのである。
ウェクスラーによれば、TJ 的な弁護活動は、長い目

でみて依頼人に便益があり、それは弁護人自身の満足感
にも繋がるという。そのことは、社会の認識も、弁護人
について社会を助けるプロフェッションという捉え方へ
変わっていく契機となるという。

【第二論文】ドラッグコートにおける刑事弁護人の
役割の難しさ（マーチン・ライシッヒ）

<内容紹介>
ライシッヒはミシガン州の弁護士であり、オークラン

ド郡ドラッグ・トリートメント・コート（DTC）の構
成員の経験を有する。執筆当時は民事事件の調停委員を
務めていた。ライシッヒによれば、DTCとは、対象者
（薬物犯罪の被告人）に制裁と報酬の二つの角度から薬
物治療と更生プログラムを提供していくものだと説明さ
れる。このアプローチはTJ 理論を土台にしており、法
システムの治療的効果もしくは反治療的効果を重視する
ものである。理論的にいえば、裁判所は対象者の適正手
続の権利を保障しつつ治療の経緯を観察するというもの
だが、弁護人も対象者の権利を保護しながら治療の必要
性のバランスをとるという難しい役割を負わされるとい
う。
すなわち、多くのDTCではダイバージョンとして被

告人が有罪答弁をした後に展開される、判決後モデル
（post-adjudication model）を採用しているが、およ
そ 3割程度の被告人が治療プログラムに失敗して量刑
手続に戻ってくることになる。本論文はこの判決後モデ
ルにおける被告人の適正手続の重要性を指摘するととも
に、その保護がポジティブなTJ 的結果や被告人の今後
の再犯防止に有益であることを主張している。
ドラッグコートにおいては、被告人（対象者）の治療

の必要性が重視されることになるため、適正手続という



36

治療的司法ジャーナル第７号（2024 年 3月）

指宿：研究ノート

観 点 や 防 御 的 な 立 場 に あ る 弁 護 人 は「 対 立 側
（counterpart）」とみなされがちである。ライシッヒは、
治療を重視することの葛藤をきちんと考慮に入れておく
必要があるという。その理由として、よくも悪くも、
DTCの有り様は変化するものであり、運用は各地で多
様性に富んでいることを挙げる。
DTCでは 3割がプログラムに失敗するという。それ

だけ多くの対象者が通常の刑事裁判手続に戻ってくるの
で、彼ら彼女らの適正手続の権利もそこで再び保障され
なければならない。しかし、現実には多くの州で被告人
は 3日以内に有罪答弁をするかどうかの決断を求めら
れ、弁護人の関与が極めて重要になっていくという。ラ
イシッヒ自身の経験では、この場面で刑事弁護人が十分
な役割を果たしていない。公設弁護人が 9割以上であ
るが、そこでは被告人から信頼を得られていないし、管
轄にも拠るものの、公設弁護人は軽い処分を望んでいて
長い目で見た訴訟活動を展開していない。貧困者の刑事
弁護についての数多くの研究調査がなされてきているが、
DTCで起きているこの問題に言及したものはほとんど
ない。本論文はそうしたDTCの現状を批判的に分析す
る意図から書かれた。
ライシッヒ自身の上訴審弁護人としての経験上、依頼

人である上訴人らが非難するのは警察官でも検察官でも、
そして裁判官でもなく、自分の一審弁護人がほとんどだ
ったと回想する。このことは、弁護人が被告人をケアす
ることなく、放置していたことを示している。
そこでライシッヒは、DTCの弁護人が守るべき倫理

的な弁護活動について提唱することとした。

<ライシッヒの主張>
弁護人は事件を受任した後はまず十分な助言を依頼人

に与えることが不可欠である。これには時間を要するが、
彼らの「物語」に耳を傾け、科学的な情報を探し、証人
を見つけなければならない。弁護人がDTCで十分なプ
レゼンテーションを依頼人のために実施すれば、依頼人
は自分が人間として扱われたと感じ、治療的効果も上が
る。
刑事弁護人が十分な助言を依頼人に提供しようとすれ

ば、証拠や適用可能な法制度の検討調査に時間が取られ
てしまう。依頼人の語りは絶えず変わることから科学的
検証が必要になってくる。いずれにしても弁護人の助言
は経験ではなくエビデンスに基づいてなされるべきであ
り、治療によっていかなるケアが可能になるかを伝える
ことが弁護における治療的効果（therapeutic effect）
を高めることになる。

多くの刑事弁護人は証人の弱点や証拠の弱さなどを論
じようとする。しかし、起訴前弁護でそれらは必ずしも
依頼人の最前利益に結びつかない。大切なことは、依頼
人が自分の弁護人が自身をケアしてくれると、そして自
分が空港で行方不明になった荷物のように扱われていな
いと、確信することにある。
私は弁護活動が終わっても自分の依頼人と関係が続く

ことが多い。（人生の）危機は事件後も続く。殆どの依
頼人は、他人が自身のことを真剣に考え、敬意をもって
接してくれる人がいると知ったとき、変化し始める。

もちろん、適正手続の要請を軽く見てはいけない。バ
リー・シェックとイノセンス・プロジェクトがえん罪の
可能性を教えているように、全ての依頼人が有実という
わけではないからである。彼らの活動を通して、多くの
えん罪事件が生まれることになった原因のひとつが（刑
事弁護人の）不十分な弁護であることがわかっている 5。
その上で注意を要するのは有罪答弁段階である。事実

と法律に関する精査を終えるまで答弁してはならない。
有罪答弁後にDTC手続に移行するが、依頼人は自分が
受けることになる手続や治療について十分な情報を与え
られ、理解している必要がある。3割のDTCの失敗
（不成功）率が暗示しているのは、被告人が手続に「売
られて」しまったと信じこんでいる可能性である。
適正手続の保障は、依頼人が行う権利放棄に関わって

くる。有罪答弁をすれば、公判廷におけるあらゆる法的
保護の最終放棄になる。治療的観点からみると、犯罪に
対する正直な自供は回復につながる。しかし、わたしが
経験上指摘したいのは、拙速な権利放棄は、依頼人が裏
切られた、非人間化されたという感覚に繋がる危険性で
ある。依存症者たちに十分に情報が与えられた上で決断
がなされた方がよいだろう。

わたしが刑事弁護人として誇りにするのは、依頼人か
らもらった手紙の束である。殆どの元依頼人の消息はわ
からないけれども刑事弁護人が必要になっていないこと
を願うばかりである。彼らは “人生で最もひどい時期 ”
をわたしと共有し、わたしを信頼してくれた。これは特
別な関係である。法律を知ることは最低限の資格要件に
過ぎない。鍵となるのは、弁護人が良識ある人物として、
友人を助けるような姿勢でいることだ。わたしが知って
いる多くの弁護人は自然と治療的なやり方（therapeutic 
way）で仕事をしている。時間をかけて依頼人の話を聴
き、正直に状況を審査し、事件の対応について依頼人が
安心できるような関係性を築いている。
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適正手続には固有の治療的価値（therapeutic value）
があることも示しておきたい。例えば、法曹倫理や弁護
人の義務を保持した弁護活動である。これらは時にはヒ
ーリングや治療過程に深刻な影響を与える可能性もある。
治療法学の開祖であるブルース・ウィニックは触法精神
障害者の治療に関してこの「段階」の重要性を指摘して
いるが、DTCでも同様だ。
ウィニックは精神障害者の措置入院（civil commitment）

が深刻な反治療的効果になることに懸念を表明し、入院
に向けた「適正手続」が当事者からの「信頼と信用」を
失わせてしまうと指摘している。ウィニックは「敬意」、
「正直」、そして「尊厳」が治療的効果を強化することに
なると主張した。そのため、依頼人の代理をする弁護人
が彼らの権利を促進することによって彼らの精神衛生が
改善され、代理人が依頼人を裏切る結果にならないと説
いている。

なによりも当事者（依頼人）個人のウェルビーイング
が最も重要な価値である。DTCで働く裁判官、検察官、
弁護人、治療専門家のいずれもがその為に働いている。
確かにDTCを終えても少なくない当事者たちが再犯に
至っている。だが、DTCの働きによって社会には重要
な機能をもたらしていることを忘れてはならない。
DTCで十分な情報が与えられ、その上で治療を受ける
ことができれば当事者たちから信頼を勝ち得ることがで
きる。刑事手続の治療的側面と反治療的側面に社会の注
目を集められれば、DTCの潜在的な効用が社会に理解
されることだろう。

確かに全ての依頼人が薬物から自由になることが望ま
しい。殆どの人はそのことに同意する。だが、失敗も依
存症治療の過程では避けられないものだ。しかし、依頼
人を刑事施設に入れるのは刑事弁護が不十分な結果だっ
たといわなければならない。弁護人が依頼人に対するケ
アの治療的価値を擁護し、弁護をし続けることで、我々
ははじめて継続的に刑事司法の治療的結果あるいは反治
療的結果を問い続けることが可能になるのである。

【第三論文】　抵抗する依頼人との付き合い方 : 効果
的な弁護のための心理学的戦略について（アストリ
ッド・バーデン）
<内容紹介>
著者のアストリッド・バーデンは豪州ヴィクトリア州

の臨床心理士で、メルボルン大学犯罪学部において性犯
罪者プログラムを担当している。

本稿は、刑事弁護人が日常的に経験する、依頼人が自
身の犯罪について頑強に否認したり、矮小化したりしよ
うとする状況にどう対応すればいいかを論じる。特に、
刑事弁護人がこうした「防御的」依頼人に対して採るべ
き心理学的戦略を提唱する。それは、「動機付けテクニ
ック」と呼ばれるもので、依頼人の姿勢の変化をもたら
し、治療専門家による効果的なリハビリを導き出すこと
になると説く。
この戦略は依頼人の自律性を尊重しつつ、彼らの意思

決定能力を増大し、無実の可能性についても考慮に入れ
ることができる。そしてこの戦略は強圧的だったり論争
的だったりするよりもずっと依頼人の援助に繋がる。た
だし、この戦略の成功は、弁護人が刑事法の文脈におい
てTJ 的に弁護活動をしようと望むかどうかに関わって
くるという。

<バーデンの主張>
刑事弁護人は日常的に、有罪方向証拠が揃っているに

も関わらず、依頼人が自身の犯罪について頑強に否認し
たり、矮小化したりしようとする状況を経験する。依頼
人Xが娘に対する性的暴行を疑われているにも関わら
ず否認する時、依頼人Yが飲酒運転での逮捕を「運が
悪かった」だけだと考えている時、そして依頼人Zが
家庭内暴力を疑われているのに妻にも責任があると主張
している時、刑事弁護人が取る対応は、通常であれば以
下に分かれる。
第一は、「依頼人丸投げ（hands-off）」アプローチで

ある。依頼人の立場を表面上だけ受け止め、その主張に
異を唱えない。依頼人中心の弁護活動となる。依頼人の
意思決定を重視するが、結果として弁護人にはフラスト
レーションが残る。
第二は、「強い介入（heavy-handed）」アプローチ

である。証拠や法律に照らして裁判官や陪審がどのよう
な反応をするかという知識に基づいて、弁護人の立場を
決定していく。検察の姿勢を重視し、対処しようとする。
悲観的な見通しを依頼人に語り、どれくらいの量刑が予
想されるかを説明する。このアプローチは伝統的な弁護
人依頼人間の関係を反映している。弁護人が断定的で統
制者となるため依頼人の意思決定は尊重されず、結果と
して依頼人からの反発を強めてしまうことになる。
本稿は第三のアプローチを提唱する。すなわち、変化

の段階に応じた動機付け面接という心理学的テクニック
を用い、非対立的なアプローチを採る。依頼人の意思決
定や自律性を確保する心理学的戦略である。こうした心
理学に基づいたテクニックはアメリカ法曹協会にも支持
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されている。
心理学の理論によれば、多くの人は人生の困難に直面

した段階で変化しようとするものである。変化への環境
的な圧力に対する対応としてそうなることもある一方、
そうした変化に抵抗する人もいる。刑事司法制度に巻き
込まれるときは、格好の「教育的動機付け」となる。刑
事司法制度では、人は、尊厳を持って扱われ、参加が保
障され、信頼を持つことができるとき、はじめて権威の
ある人（専門家）の言葉に従うものである。刑事弁護人
は依頼人がそうした変化に至るかどうかの鍵となる役割
を担っている。つまり、刑事弁護人は、（依頼人の）性
犯罪、薬物犯罪、暴力犯罪といった深刻な行為への治療
効果を高めることができる立場にある。効果的な（弁護
人の）心理学的な関わりとは、一種の認知行動的テクニ
ックであり、心理学的な介入によって、コミュニティに
リスクをもたらすような再犯を防止する計画を打ち立て
ることになる。依頼人に抵抗がある時には、（背景にあ
る）依頼人の感情や認知、そして態度を理解するように
しなければならない。だが、それには数ヶ月を要するこ
ともあるだろう。
これまでも、弁護人が犯罪者の更生に効果をもたらす

ということが論じられてきている。こうしたアプローチ
は依頼人自身の協力抜きにはできない。そのため、弁護
人は心理学的テクニックを習得する必要がある。だが、
ほとんどの法曹は抵抗する依頼人をどう扱うべきか訓練
を受けてきていない。そうした訓練を受ければ、依頼人
中心の「丸投げ」アプローチや依頼人を無視した意思決
定をさせないアプローチから脱却することができる。第

三のアプローチは全ての弁護人にとって重要で、TJ 的
アプローチを志す弁護人を覚醒させることになるだろう。

プロカスカが開発した説明モデル 6 は、クライアント
の感情、認知、そして行動に関わるもので、どのように
個人が喜ばしくない人生の状況と向き合い、自由な選択
を行って、情報に基づいた意思決定をしていくのかを示
すものである。とりわけ依存症のような問題を抱えるク
ライアントに有効と考えられている。次の表がその段階
的モデルの中身である。
こうした心理学的アプローチを実践するには動機付け

介入が戦略になる。その際に行われる動機付けインタビ
ューは、当事者中心のカウンセリングであり、クライア
ント（依頼者）の意思決定を助け、両面感情を解決する
ことに役立つ。ミラーとロールニックは、次の５つの原
則が精神衛生の専門家による動機付け面談において重要
だとしている。
すなわち、１）感情表現、２）不一致の展開、３）議

論の回避、４）抵抗しながら展開する、５）自己効能を
支援することである。第一の「感情表現」とは、両面感
情が存在することは普通であると説明し、クライアント
の言葉をリフレーズするリフレクティブ・リスニングを
行う。クライアントを信頼し問題を開示することを認め
る。第二の「不一致の展開」では、現在の態度と変化を
動機付けることになる重要な目標との不一致に光を当て
る。将来の変化の結果にクライアントが気づくことが重
要である。第三の「議論の回避」とは、議論は実りがな
く、ラベリングも不必要であり、防御反応も生産的でな

表：変化モデルの段階とプロセス
変化の段階 態　度 基本的プロセス

1 熟考前
依頼人に変わろうとする意思はなく、問題に気付こうとしない。問題
行動を認識することに抵抗するか、変わろうとするものの変化を真剣
には考えない。行動がもたらす将来の結果について依頼人は十分な情
報を得ていない。

・意識向上
・問題と解決についての感情表現
・行動の結果予測

2 熟　考
依頼人は問題が存在することに気づく。その結果について真剣に考え
出す。しかしまだ行動への移行はなく、費用対効果を考えている。決
定した場合に生じる両面感情が次の段階への移行を妨げている。

・意識発生
・問題と解決についての感情表現
・行動の結果予測

3 準　備
依頼人の意向に小さな態度変容が見られる。しかし、まだ物質依存に
問題があることを認める水準には達していない。この段階では意思決
定は確認できるので行動計画を準備する。

・中心的な価値を見直すことによる
　自己再評価

4 行　動

依頼人が自身の態度を修正し始め、問題を克服するための経験や環境
に対応しようとする。受容という水準に達している。（行動の）修正が
態度の変化や熟慮の上での関与につながる。ただ、専門家もしばしば
変化を行動と一致していると間違いがちなので注意を要する。リラプ
ス（再使用）に対する警戒が重要になる。

・依頼人の変化能力の自信や自己効能が拡大
・変化への公共的なコミットメントとし
　てリハビリテーションを使う
・環境における結果を変える
・刺激に対する反応を変える
・環境そのものを変える

5 持　続
依頼人が再使用を防ぐために活動し、行動計画に沿って得られた利益
を強化するようになる。依頼人は物質の再使用に惑わされず、徐々に
自信を持ち、変化が起きる。再使用は自己効能で抑制でき、人生の準
備が始まる。

・環境における結果を変える
・刺激に対する反応を変える
・環境そのものを変える
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いことを理解する。クライアントの抵抗は変化へのシグ
ナルでもある。第四の「抵抗しながら展開する」とは、
クライアント自身が問題解決のための重要な資源となる
ことを理解し、（クライアントの）認識を転換し新しい
視点を招来することはできても、押し付けることはでき
ないことを知ることである。第五の「自己効能の支援」
とは、変化の可能性を信じることが重要な動機となり、
クライアントが選択する責任を負うようにすることであ
る。クライアントが変化しようという感情を持てば、行
動に現れ、良い結果を得ることができる。

こうしたアプローチを用いて先の３つのケースにおけ
る弁護活動をシミュレーションしてみよう。
第一のXのケースでは、依頼者は七歳の娘に性的暴

行を働いたことを頑強に否定し、性教育をしただけだと
主張している。弁護人は現時点のXの主張を肯定し、
変化の意思がないことを確認する。依頼人が否認した場
合に受ける便益は性犯罪者としての重いラベリングであ
る。けれども変化への抵抗は弁護人にとって大きな問題
となる。
そこで弁護人は、Xから自身の態度に問題があって自

分が態度を変えなければならないという認識を引き出す
必要がある。そのためには共感的アプローチが求められ
る。そうでないとXから信頼を勝ち取ることができな
い。この段階ではクライアントは疑いを抱いていて正直
ではない態度を生み出している。Xの語りをリフレーム
することが変化に役立つ。「他の人はあなたの行為を性
的で違法なものだと見ていますよ」と言ってほしい。そ
れでも、性教育の目的と実際に起訴されている性的暴行
との不一致について話し合うことについてXが抵抗し
ようとするなら、弁護人は新たな局面へと展開しなけれ
ばならない。
「あなたが娘さんに性教育を施しているところを見た
ときあなたの奥さんはどう考えたと思いますか？」と問
うてみよう。Xがその感情を肯定的に捉えた場合には、
弁護人は「その性教育はあまりに早すぎたと思いません
か？」と問い、「あなたとあなたの奥さんが幸せでいる
ためには、他に娘さんが性教育について知るためにどん
な方法があったと思いますか？」と続けてみる。
このように、依頼人が動機付けを持つように「自分自

身に選択とコントロールの機会がある」ことを弁護人は
伝え、有罪答弁に至らせる必要がある。依頼人の前では、
有罪答弁を進めるために、あるいは進めないためにいる
のではなく、あくまで証拠に基づいて手続を進めるため
に存在していることを示さなければならない。このケー

スでは、弁護人は依頼人に「通常のコミュニティのメン
バーである陪審員がこの事件を聞いたときにどう反応す
ると思いますか？」と尋ね、有罪答弁をしなかった場合
に予想される刑罰の重さを依頼人が考えるようにしたい。

第二のYのケースではどうだろうか。Yは飲酒運転
をしたものの、捕まったのは運が悪かったとしか思って
いない。彼女は以前にも飲酒運転の前歴がある。Yは友
達とのランチのために運転していただけで、捕まったの
は不運で、その日たまたまタクシーが見つからなかった
だけだと抗弁している。ここで弁護人は、まず問題が存
在していたことを認識していたかどうかを確認し、その
問題をどう解決しようと考えていたのかを確認したい。
そして、変化について真剣に考慮する意思があるかどう
かを見極めたい。
Ｙが法的な問題を理解しているなら、弁護人はY自

身の行動（過度の飲酒）に対する関心を引き出す必要が
ある。もしもYがそうした話し合いを拒絶するなら、
「抵抗しながら展開する」ことを試み、焦点を変えてみ
る。例えば、弁護人から「私も飲酒運転というラベリン
グをすることは無意味だと思います。そのことから離れ
てみましょう。あなたの今の状況について教えてくれま
せんか」と。
Yが両面感情を抱えているのであれば、両面反射と呼

ばれるテクニックが有効だろう。彼女が述べたことを受
け止め、そこに彼女が語っていない両面感情の別の部分
を付け加えるのである。例えば、「あなたは飲酒問題が
あるとは私に話していませんが、あなたの友人たちが今
まで何を思ってきたか心配になっているのではないです
か」と。そして「あなたが飲酒問題を解決することがで
きれば、いいことなのではないでしょうか」と。
その後は、Yに対して「飲酒や、運転について何が心

配なのでしょうか」と問い、選択の結果についての彼女
の認識を問うてほしい。「あなたが最も恐れているのは、
飲酒して運転したらどうなってしまうか、ということで
はないですか」と。
自分自身の選択と統制を強調することは、Yが適切な

選択をする上で重要になる。その際に弁護人はこう述べ
るべきだろう。「私は飲酒や運転に関してあなたに何を
すべきかを言うためにここにいるのではありませんよ。
私がここですることは、全て今回の起訴に関わって示さ
れている証拠に基づいてあなたに最善の利益を示すため
です」と続けたい。
依頼人はしばしば自身の起訴のインパクトを最小化し

たいと抵抗する。弁護人の使命は変化の理由を依頼人に
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とで治安を守ろうとする考え方を、セラピューティック・
ジャスティスというそうですね』日本語にすると治療的司
法、欧米ではドラッグ・コートやDVコートなど専門の
法廷もあるが、日本ではまだ遅れている分野だ」。同書は
NHKで放映されたドラマ「正義の天秤」の原作で、終盤
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呼び覚ますことであり、変化を信じる力を与えることな
のである。

第三のケースではどうか。Zは家庭内暴力で妻に甚大
な傷害を負わせた。弁護人が接見にいくと、彼は自分が
起訴されたのは「不公平だ」と訴えている。妻も同様に
責められるべきだし、自分は妻を傷つける意図はなかっ
たとも主張した。警察に呼ばれた際に、Zはカウンセリ
ングを受けることに同意していたので、弁護人はまずZ
が自身の行動を改めると決断したこと、小さな一歩を踏
み出したことを確認した。けれどもまだZは問題に直
接向き合おうとしていなかった。
では刑事弁護人としてどうすべきだろうか。まずはZ

から変化を望む意図を引き出す必要がある。そしてZ
が受けることになる治療が暴力行動に焦点を当てている
ことを彼に理解させる必要がある。
Zが弁護人に何が最善の利益になるかと助言を求めて

きたら、「両面反射」テクニックを用いてZの両面感情
の二つの側面に言及しておきたい。すなわち、「あなた
が言っていることは、あなたが自身の暴力をなんとかし
たい一方で、奥さんとの関係についてカウンセリングを
受けて、助けを得たいということですよね。そのために
は自分の感情の爆発を制御できるような助けが要る、と
いうことですね」、と。
もしもZ自身が、自分を変える意図が行動に向かう

と感じているのであれば、彼はおそらく改善への移行が
強化されている。例えば弁護人は、地域の暴力行為を抱
えた人たちの自助グループや専門の医師を紹介するなど
して、量刑で考慮されるよう働くことになる。
自己動機付けの語りがZから引き出されたとすれば、

「どんな理由から変化を望むようになったんでしょうか」
と尋ねたい。弁護人はここでも個人の選択と統制につい
て強調すべきである。「私はあなたがしなければならな
い治療の種類についてあなたに教えるためにここにいる
のではありません。私は、あなたが（変わろうと）決断
した場合に、量刑であなたに最善の利益が与えられるた
めにここにいるのです」と伝えたい。
本件ではたまたまZが自身の問題を認識していて、

助けを望んでいたケースであった。弁護人の使命は依頼
人が何をすれば最善の結果が得られるかという道筋を示
すことにある。この段階までくれば、暴力行動に対する
治療について話し合うことも適切だろう。

三つのシナリオのいずれでも、刑事弁護人は被疑者が
出会う最初の専門職である。依頼人が変化に向かう決断

をした時に、弁護人は（依存症や暴力行為の治療の）専
門家に繋ぐべきである。
結論として言えるのは、動機付け面談を行う際には、

非対立的に実施して、先に示した態度変容の可能性を強
化していく５つのステップを用いてほしいということで
ある。変化の段階モデルと動機付け面談はどちらも心理
学的な概念を援用している。こうした概念が刑事司法の
文脈で活用され、依頼人中心のアプローチが刑事弁護に
投入されなければならない。
刑事弁護人は依頼人の自律的意思決定を強化し、（治

療）専門職と協力し、認知行動的介入を行い、再発・再
犯予防計画を維持させる役割を担っている。学際的なア
プローチはこうしたテクニックを弁護士やロースクール
の学生に教える際に参考となるはずだ。




